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全体 772 215 71 90 212 184
100.0% 27.8% 9.2% 11.7% 27.5% 23.8%
人口20万以上 80 1 8 21 22 28
100.0% 1.3% 10.0% 26.3% 27.5% 35.0%
人口5万以上20万未満 192 34 23 28 56 51
100.0% 17.7% 12.0% 14.6% 29.2% 26.6%
人口5万未満 500 180 40 41 134 105
































全体 123 91 105 101 6
100.0% 74.0% 85.4% 82.1% 4.9%
人口20万以上 19 19 17 17 0
100.0% 100.0% 89.5% 89.5% 0.0%
人口5万以上20万未満 33 27 30 32 0
100.0% 81.8% 90.9% 97.0% 0.0%
人口5万未満 71 45 57 52 6

















































全体 772 80 192 500
84.7 73.7 78.3 88.8
a行政区長型 215 1 34 180
88.6 96.5 83.4 89.5
b行政連絡員型 71 8 23 40
86.3 80.0 83.3 89.4
c包括委託型 90 21 28 41
83.3 75.2 82.1 88.3
d一括交付型 212 22 56 134
83.3 71.1 76.2 88.3
いずれにも該当しない 184 28 51 105
















































































































































全体 1116 901 919 845 925 630 938 659 712 590 521 627
100.0 80.7 82.3 75.7 82.9 56.5 84.1 59.1 63.8 52.9 46.7 56.2
Ａ：万人以上の
合計（都市合計）
410 353 343 327 318 304 299 294 282 276 272 229
100.0 86.1 83.7 79.8 77.6 74.1 72.9 71.7 68.8 67.3 66.3 55.9
60万人以上 18 17 14 14 8 15 10 13 10 13 12 6
100.0 94.4 77.8 77.8 44.4 83.3 55.6 72.2 55.6 72.2 66.7 33.3
30万人以上 52 45 46 38 36 44 33 39 37 38 40 27
100.0 86.5 88.5 73.1 69.2 84.6 63.5 75.0 71.2 73.1 76.9 51.9
20万人以上 33 31 26 23 26 27 22 23 24 20 21 18
100.0 93.9 78.8 69.7 78.8 81.8 66.7 69.7 72.7 60.6 63.6 54.5
10万人以上 119 103 98 105 95 93 88 97 87 84 81 72
100.0 86.6 82.4 88.2 79.8 78.2 73.9 81.5 73.1 70.6 68.1 60.5
万人以上 188 157 159 147 153 125 146 122 124 121 118 106




706 548 576 518 607 326 639 365 430 314 249 398
100.0 77.6 81.6 73.4 86.0 46.2 90.5 51.7 60.9 44.5 35.3 56.4
都市合計と小規模自治体
合計の比率の差％
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表3-6 行政協力制度と行政協力業務
制度類型 人口区分 団体数 平均個数 最大 最小＊
a行政区長型
全体 215 10.67 23 1
20万以上 1 16.00 - -
5万以上20万未満 34 12.06 20 5
5万未満 180 10.38 23 1
b行政連絡員型
全体 71 9.27 21 1
20万以上 8 11.63 20 4
5万以上20万未満 23 9.87 18 1
5万未満 40 8.45 21 1
c包括委託型
全体 90 11.29 20 1
20万以上 21 12.52 19 6
5万以上20万未満 28 12.07 20 1
5万未満 41 10.12 18 1
d一括交付型
全体 212 10.07 21 1
20万以上 22 9.32 17 1
5万以上20万未満 56 11.43 19 2
5万未満 134 9.62 21 1
e該当なし
全体 183 8.44 19 1
20万以上 28 9.61 19 2
5万以上20万未満 51 9.20 18 1




























































































































全体 1139 368 244 124
100.0% 32.3% 21.4% 10.9%
20万人以上 104 63 45 18
100.0% 60.6% 43.3% 17.3%
5万人以上20万未満 316 148 92 56
100.0% 46.8% 29.1% 17.7%
5万人未満 719 157 107 50











































全体 368 119 45 40 84 80
100.0% 32.3% 12.2% 10.9% 22.8% 21.7%
20万以上 63 6 6 11 17 23
100.0% 9.5% 9.5% 17.5% 27.0% 36.5%
万以上20万未満 148 50 19 19 29 31
100.0% 33.8% 12.8% 12.8% 19.6% 20.9%
万未満 157 63 20 10 38 26











合計 244 76 19 32 66 51
100.0% 31.1% 7.8% 13.1% 27.0% 20.9%
20万以上 45 4 2 9 14 16
100.0% 8.9% 4.4% 20.0% 31.1% 35.6%
万以上 92 31 6 15 24 16
100.0% 33.7% 6.5% 16.3% 26.1% 17.4%
万未満 107 41 11 8 28 19











合計 124 43 17 8 18 29
100.0% 34.7% 13.7% 6.5% 14.5% 23.4%
20万以上 18 2 4 2 3 7
100.0% 11.1% 22.2% 11.1% 16.7% 38.9%
万以上 56 19 13 4 5 15
100.0% 33.9% 23.2% 7.1% 8.9% 26.8%
万未満 50 22 9 2 10 7

































件数 平均 件数 平均 件数 平均 件数 平均 件数 平均 件数 平均 件数 平均
全体 1113 10.0 359 11.2 119 11.8 45 11.2 40 12.4 84 11.2 71 9.6
20万以上 103 10.8 62 11.1 6 14.7 6 12.5 11 12.3 17 9.5 22 9.4
万以上
20万未満
307 11.0 143 12.2 50 12.9 19 11.4 19 13.2 29 12.5 26 10.3













































































































































































































































































長野市 長野県 97.3 〇 区長 〇 〇 〇
伊勢崎市 群馬県 97.0 〇 区長 〇 〇 〇
高崎市 群馬県 96.5 〇 区長 〇
新潟市 新潟県 96.3 〇 △
浜松市 静岡県 96.2 95.5 2018 〇 〇 〇
姫路市 兵庫県 93.2 89.9 2019 〇 〇 〇
寝屋川市 大阪府 92.7 90.0 2017 〇
富士市 静岡県 91.8 89.9 2015 〇 〇
佐賀市 佐賀県 90.4 81.4 2018 〇 〇
太田市 群馬県 90.1 〇 区長 〇 〇
沼津市 静岡県 89.9 81.1 2019 〇 地区委員 〇 〇 〇 〇
岡崎市 愛知県 89.7 90.0 2019 〇 〇 〇
熊本市 熊本県 89.6 85.1 2018 × 〇
和歌山市 和歌山県 88.7 80.3 2015 〇
山形市 山形県 88.6 〇 自治推進委員 〇 △ 〇
仙台市 宮城県 88.4 78.2 2019 〇
岡山市 岡山県 87.9 80.0 2019 △ 〇
豊田市 愛知県 87.1 〇 〇 〇
下関市 山口県 86.7 × × 〇 〇
一宮市 愛知県 85.8 〇 町会長 〇 〇 〇
加入率下位20自治体
那覇市 沖縄県 22.9 18.5 2016 〇
宜野湾市 沖縄県 37.2 28.0 2016 ×
武蔵村山市 東京都 38.0 30.6 2016 〇 △
沖縄市 沖縄県 38.0 〇 〇 〇
大牟田市 福岡県 38.5 × × 〇
東大和市 東京都 38.9 34.0 2016 〇 ×
三鷹市 東京都 39.8 × 〇
清瀬市 東京都 41.2 39.8 2013 △
東久留米市 東京都 41.5 40.3 2010 〇 〇
国分寺市 東京都 42.0 38.0 2017 △
狛江市 東京都 43.5 〇 ×
福生市 東京都 45.7 36.5 2018 〇 行政協力員 〇 〇
新宿区 東京都 46.5 〇 〇 〇
和光市 埼玉県 48.0 41.5 2017 〇 〇
羽村市 東京都 48.0 39.0 2015 〇 行政連絡委員 〇
西原町 沖縄県 49.0 44.2 2013 〇 〇
立川市 東京都 50.0 41.4 2018 〇
釧路市 北海道 50.1 〇
豊中市 大阪府 50.9 40.4 2019 △
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の中の「経済活動を含む」という点である。そのことに着目すれば、「地域運営
組織」とは、主に経済活動を行うコミュニティ組織ということになるだろう。こ
のことは、「特定機能」に限定した「限定・個別」型の行政─住民関係が想定さ
れているようにみえる。ところが、実際にその事例として紹介されているものの
中には、長野県飯田市の都市内分権の制度である地域協議会や町内会自治会を基
盤とするまちづくり委員会（本稿の住民協議会）が含まれている。これは伝統的
な包括・総合型の行政─住民関係に基づくものである。結局、「地域運営組織」
とは何か、必ずしも判然としないことになる。そこで、地域運営組織の機能を
「協議機能」と「実行機能」に二分し、その両者を備えた「一体型」と、「実行
機能」を切り離した「分離型」とに分類する必要が生じることとなる。
24）たとえば、総務省地域力創造グループ地域振興室 2019の「事例調査」を参照。
25）たとえば、大阪市の事例について、三浦哲司 2014参照。また、狭山市の事例に
ついて、あしたの日本を創る協会 2019『まちむら』148を参照。
26）コミュニティ活動の法人制度の論点については、コミュニティ政策学会 2016を
参照。
27）都市自治体における町内会自治会の加入促進条例（2016年
月時点）をめぐる現
状と論点については、剱持麻衣 2016が詳しい。その後も、たとえば、2019年
月25日施行の立川市自治会等を応援する条例、2019年月施行の豊島区町会活動
の活性化の推進に関する条例、2020年月日施行の四日市市自治会加入の促進
と自治会活動推進のための条例、などの制定の動向が続いている。
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